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連結計算書類の連結注記表 
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ＪＣＲファーマ株式会社 

 

 

「連結計算書類の連結注記表」および「計算書類の個別注記表」に

つきましては、法令および当社定款第16条の規定に基づき、インタ

ーネット上の当社ウェブサイト(http://www.jcrpharm.co.jp/)に掲

載することにより、株主の皆様に提供しております。 
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連結注記表 

 

【連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記】 

１．連結の範囲に関する事項 

（1）連結子会社の数及び連結子会社の名称 

連結子会社の数 ５社 

連結子会社の名称 河北杰希生物製品有限公司 

 ㈱ファミリーヘルスレンタル 

 ㈱クロマテック 

 ㈱ＪＣＲエンジニアリング 

 ＪＣＲインターナショナル・エスエー 

（2）子会社はすべて連結しております。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の事業年度 

すべての連結子会社の決算日は12月31日であります。 

連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の各社の計算書類を使用し、連

結決算日との間に重要な取引が生じた場合には、連結上必要な調整を行っておりま

す。 

 

４．会計方針に関する事項 

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

時価のないもの 移動平均法による原価法 

② デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

デリバティブ 時価法 

③ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

商品 個別法（ただし、㈱ファミリーヘルスレンタルは総平均法） 

製品・仕掛品 総平均法 

原材料 月次移動平均法（ただし、加工原料及び補助材料は総平均法） 

貯蔵品 主として総平均法 
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

リース資産以外の有形固定資産 

神戸工場、賃貸用資産、および在外子会社については定額法を、その他につ

いては定率法を採用しております。ただし、当社は、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除く）ならびに平成28年４月１日以降に取得し

た建物附属設備および構築物については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 15～38年 

機械装置及び運搬具   ４～10年 

リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証額の取り決めがある場

合は当該残価保証額）とする定額法によっております。 

② 無形固定資産 

リース資産以外の無形固定資産 

定額法 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によっております。 

リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

③ 長期前払費用 

定額法 

 

（3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上し

ております。 

③ 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上して

おります。 

④ 債務保証損失引当金 

債務保証に係る損失に備えるため、被保証者の財政状態等を勘案し、損失負担

見込額を計上しております。 
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（4）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

① ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約については振当

処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理

の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。 

② 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

③ 退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に

帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。 

過去勤務費用は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(５年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生連結会計年度

から費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(５年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理しております。 

また、当社の執行役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく当連結会

計年度末要支給額を計上しております。 

 

【会計方針の変更に関する注記】 

 （繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成

28年３月28日。以下「回収可能性適用指針」という。）を当連結会計年度から適用し、繰

延税金資産の回収可能性に関する会計処理の方法の一部を見直しております。 

回収可能性適用指針の適用については、回収可能性適用指針第49項(4)に定める経過的

な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点において回収可能性適用指針第49項

(3)①から③に該当する定めを適用した場合の繰延税金資産および繰延税金負債の額と、

前連結会計年度末の繰延税金資産および繰延税金負債の額との差額を、当連結会計年度

の期首の利益剰余金およびその他の包括利益累計額に加算しております。 

この結果、当連結会計年度の期首において、繰延税金資産（投資その他の資産）およ

び利益剰余金がそれぞれ55,397千円増加しております。 

 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

当社および国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減

価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）

を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備および構築

物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

なお、当連結会計年度における営業利益、経常利益および税金等調整前当期純利益に

与える影響は軽微であります。 
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【連結貸借対照表に関する注記】 

１．担保に供している資産 

定期預金（現金及び預金）（注） 45,000 千円 

（注）取引先（㈱バイオマトリックス研究所）の債務に対して担保に供しております。 

２．有形固定資産の減価償却累計額 12,435,769 千円 

 

３．保証債務 

   当連結会計年度の末日において、当社の取引先である㈱バイオマトリックス研究所の

金融機関からの借入金292,945千円について債務保証を行っております。 

また、上記以外に同社の金融機関からの借入金45,000千円について、定期預金45,000

千円を担保に供しております。 

なお、上記の当社が債務保証および担保提供を行っている同社の借入金残高の全額に

つきまして、債務保証損失引当金を設定しております。 

 

【連結株主資本等変動計算書に関する注記】 

１．当連結会計年度末日における発行済株式の種類及び総数 

 普通株式 32,421,577 株 

 

２．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成28年５月12日 

取締役会 
普通株式 382,818 12.00 平成28年３月31日 平成28年６月23日

平成28年10月27日 

取締役会 
普通株式 316,617 10.00 平成28年９月30日 平成28年12月９日

計  699,435    

（注）１．平成28年５月12日取締役会決議および平成28年10月27日取締役会決議の各配

当金について、配当金の総額には、株式給付信託制度における信託が保有する自

社の株式に対する配当がそれぞれ1,200千円および1,000千円含まれております。 

２．平成28年５月12日取締役会決議の配当金について、１株当たり配当額には、記念

配当２円が含まれております。 

  

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度と

なるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

(千円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 

効力 

発生日 

平成29年５月10日  

取締役会 
普通株式 利益剰余金 380,150 12.00 

平成29年

３月31日 

平成29年

６月29日 

（注）配当金の総額には、株式給付信託制度における信託が保有する自社の株式に対する配

当金1,200千円が含まれております。 

 

（3）当連結会計年度末日における新株予約権の目的となる株式の数 
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内訳 目的となる株式の種類 目的となる株式の数 

平成21年第１回新株予約権 

（平成21年７月１日発行） 
普通株式 14,000株 

平成22年第１回新株予約権 

（平成22年８月23日発行） 
普通株式 19,000株 

平成22年第２回新株予約権 

（平成22年７月１日発行） 
普通株式 6,000株 

平成23年第１回新株予約権 

（平成23年７月15日発行） 
普通株式 15,500株 

平成23年第２回新株予約権 

（平成23年７月15日発行） 
普通株式 13,500株 

平成24年第１回新株予約権 

（平成24年７月17日発行） 
普通株式 19,000株 

平成24年第２回新株予約権 

（平成24年７月17日発行） 
普通株式 27,000株 

平成25年第１回新株予約権 

（平成25年７月10日発行） 
普通株式 9,000株 

平成25年第２回新株予約権 

（平成25年７月10日発行） 
普通株式 19,500株 

平成26年第１回新株予約権 

（平成26年８月15日発行） 
普通株式 15,000株 

平成27年第１回新株予約権 

（平成27年７月15日発行） 
普通株式 24,000株 

平成28年第１回新株予約権 

（平成28年７月13日発行） 
普通株式 28,000株 

 

【金融商品に関する注記】 

１．金融商品の状況に関する事項 

当社グループにおきましては、営業活動による現金収入および金融機関からの借入を

資金調達の基本としております。資金運用につきましては、預金および安全性の高い債

券などにより短期および中期での運用を行っております。また、原材料等の輸入取引に

係る為替変動リスクおよび借入金利息に係る金利変動リスクを軽減する目的でデリバテ

ィブ取引を利用しております。 

受取手形及び売掛金に係る取引先の信用リスクは、取引先ごとに期日および残高の管

理を行うことにより、有価証券および投資有価証券に係る価格変動リスクは、定期的に

時価の把握を行うことにより、それぞれリスクの早期把握と軽減に努めております。 

借入金の使途は運転資金および設備投資資金であり、変動金利による借入金につきま

しては、金利変動リスクを軽減するためデリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用

しております。このほか、原材料等の輸入取引に係る為替変動リスクを軽減するために

もデリバティブ取引（為替予約）を利用しております。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

平成29年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価および

これらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて

困難と認められるものは、次表には含まれておりません（下記(注２)参照）。 
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（単位：千円） 

 
連結貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

(1) 現金及び預金 5,509,484 5,509,484 ―

(2) 受取手形及び売掛金 5,434,868 5,434,868 ―

(3) 有価証券及び投資有価証券  

    その他有価証券 3,874,222 3,874,222 ―

資産計 14,818,575 14,818,575 ―

(4) 支払手形及び買掛金 700,285 700,285 ―

(5) 未払法人税等 69,580 69,580 ―

(6) 短期借入金 1,260,000 1,260,000 ―

(7) 長期借入金（※１） 2,946,800 2,938,791 △8,008

(8) リース債務（※２） 632,065 639,747 7,681

負債計 5,608,731 5,608,405 △326

(9) デリバティブ取引 ― ― ―

（※１）１年内返済長期借入金を含んでおります。 

（※２）１年内に期限が到来する短期リース債務を含んでおります。 

 

（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資 産 

(1) 現金及び預金、ならびに(2)受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。 

(3) 有価証券及び投資有価証券 

これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券等は取引金融機

関から提示された価格によっております。 

 

負 債 

(4) 支払手形及び買掛金、(5)未払法人税等、ならびに(6)短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。 

(7) 長期借入金、ならびに(8)リース債務 

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入またはリース取引を行

った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算出しております。 

(9) デリバティブ取引 

為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている債権債務と一体とし

て処理されているため、その時価は当該債権債務の時価に含めて記載しています。 

  

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額13,690千円）は、市場価格がなく、時価を把握

することが極めて困難と認められるため、「(3)有価証券及び投資有価証券 その他

有価証券」には含めておりません。 
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【１株当たり情報に関する注記】 

１．１株当たり純資産額 864円66銭 

２．１株当たり当期純利益 58円95銭 

 

（注）株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託制度における信託が保

有する自社の株式は、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算におい

て控除する自己株式数に含めております。また、１株当たり純資産額の算定上、期末

発行済株式総数から控除する自己株式数に含めております。 

   １株当たり当期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は

100,000株であり、１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数

は100,000株であります。 
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個別注記表 

 

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式   移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

時価のないもの 移動平均法による原価法 

（2）デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

デリバティブ 時価法 

（3）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

商品 個別法 

製品・仕掛品 総平均法 

原材料 月次移動平均法（ただし、加工原料及び補助材料は総平均法） 

貯蔵品 主として総平均法 

 

２. 固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

リース資産以外の有形固定資産 

神戸工場については定額法を、その他については定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）ならびに

平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物については、定額法

を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 15～38年 

機械及び装置 ４～10年 

リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証額の取り決めがある場

合は当該残価保証額）とする定額法によっております。 

（2）無形固定資産 

リース資産以外の無形固定資産 

定額法 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。 

リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
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リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

（3）長期前払費用 

定額法 

 

３．引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

（2）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上して

おります。 

（3）役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上してお

ります。 

（4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資

産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上して

おります。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額で当事業年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっております。 

過去勤務費用は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(５年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生事業年度から費用処理

しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしております。 

また、執行役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支

給額を計上しております。 

（5）債務保証損失引当金 

債務保証に係る損失に備えるため、被保証者の財政状態等を勘案し、損失負担見

込額を計上しております。 

 

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（1）ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約については振当処

理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の要

件を満たしている場合は特例処理を採用しております。 

（2）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 
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【会計方針の変更に関する注記】 

 （繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成

28年３月28日。以下「回収可能性適用指針」という。）を当事業年度から適用し、繰延税

金資産の回収可能性に関する会計処理の方法の一部を見直しております。 

回収可能性適用指針の適用については、回収可能性適用指針第49項(4)に定める経過的

な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点において回収可能性適用指針第49項(3)①

から③に該当する定めを適用した場合の繰延税金資産および繰延税金負債の額と、前事

業年度末の繰延税金資産および繰延税金負債の額との差額を、当事業年度の期首の繰越

利益剰余金に加算しております。 

この結果、当事業年度の期首において、繰延税金資産（投資その他の資産）および繰

越利益剰余金がそれぞれ55,397千円増加しております。 

 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務

上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28

年４月１日以後に取得した建物附属設備および構築物に係る減価償却方法を定率法から

定額法に変更しております。 

なお、当事業年度における営業利益、経常利益および税引前当期純利益に与える影響

は軽微であります。 

 

【表示方法の変更に関する注記】 

従来、貸借対照表上、独立掲記しておりました「長期前払リース料」（当事業年度

328,610千円）は、重要性が乏しくなったため、当事業年度より、投資その他の資産の

「その他」として表示しております。 

 

【貸借対照表に関する注記】 

１．担保に供している資産 

定期預金（現金及び預金）（注）        45,000 千円 

（注）取引先（㈱バイオマトリックス研究所）の債務に対して担保に供しております。 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額 12,079,874 千円 

 

３．保証債務 

当事業年度の末日において、当社の取引先である㈱バイオマトリックス研究所の金融

機関からの借入金292,945千円について債務保証を行っております。 

また、上記以外に同社の金融機関からの借入金45,000千円について、定期預金45,000

千円を担保に供しております。 

なお、上記の当社が債務保証および担保提供を行っている同社の借入金残高の全額に

つきまして、債務保証損失引当金を設定しております。 
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４．関係会社に対する金銭債権債務 

 短期金銭債権 51,705 千円 

 長期金銭債権 130,000 千円 

 短期金銭債務 5,125 千円 

 

【損益計算書に関する注記】 

関係会社との取引高 

 営業取引 

 売上高 117,476 千円 

 仕入高 644,919 千円 

 販売費及び一般管理費 79,294 千円 

 営業取引以外の取引高 5,144 千円 

 

【株主資本等変動計算書に関する注記】 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 当期首 増加 減少 当期末 

普通株式 620,044株      267,718株     45,400株 842,362株 

(注) 1. 当期首および当期末の自己株式数には、株式給付信託口が保有する自社の株式100,000株

が含まれております。 

2. 自己株式数の増加は、取締役会決議による取得267,500株および単元未満株式の買取り

218株による増加であります。 

3. 自己株式数の減少は、ストック・オプションの行使による減少であります。 

 

【税効果会計に関する注記】 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

（1）流動資産 

未払事業税 21,507 千円 

たな卸資産 30,210 千円 

賞与引当金 157,932 千円 

税務上の売上認識額 38,500 千円 

研究開発費 106,713 千円 

その他 48,523 千円 

流動資産小計 403,387 千円 

評価性引当額 △57,357 千円 

流動資産合計 346,029 千円 

（2）固定資産 

投資有価証券 31,576 千円 

関係会社株式 20,214 千円 

関係会社出資金 23,868 千円 
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退職給付引当金 158,821 千円 

債務保証損失引当金 103,411 千円 

株式報酬費用 77,330 千円 

その他 126,007 千円 

固定資産小計 541,229 千円 

評価性引当額 △215,426 千円 

固定資産合計 325,802 千円 

繰延税金資産合計 671,831 千円 

繰延税金負債 

（1）流動負債 

その他有価証券評価差額金 49 千円 

流動負債合計 49 千円 

（2）固定負債 

その他有価証券評価差額金 272,999 千円 

前払年金費用 110,525 千円 

その他 4,657 千円 

固定負債合計 388,181 千円 

繰延税金負債合計 388,231 千円 

繰延税金資産の純額 283,600 千円 

 

【関連当事者との取引に関する注記】 

親会社及び法人主要株主等 

属性 会社名 

議決権等の

所有 (被所

有)割合 

関係内容 

取引の内容
取引金額 

（千円） 

期末残高 

役員の兼任

等 

事業上の関

係 
科目 

金額 

（千円） 

法人主要 

株主 

キッセイ薬

品工業㈱ 

－ 

（12.0％） 
－ 

医薬品の供

給 
製品売上 3,802,187 売掛金 303,258

(注) 1.取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

2.価格その他の取引条件は交渉により決定しており、第三者間取引と同様の取引条件によっ

ております。 

 

【１株当たり情報に関する注記】 

１．１株当たり純資産額 858円80銭 

２．１株当たり当期純利益 59円19銭 

 

（注） 株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託制度における信託が

保有する自社の株式は、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算に

おいて控除する自己株式数に含めております。また、１株当たり純資産額の算定上、

期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めております。 

１株当たり当期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は

100,000株であり、１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式
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数は100,000株であります。 

 


